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新市場区分の上場維持基準の適合に向けた計画書 

 

当社は、2022年４月に予定されている東京証券取引所の市場区分の見直しに関して、本日開催の

取締役会決議にもとづき、「プライム市場」を選択する申請書を提出いたしました。 

併せて、当社は移行基準日時点（2021年６月30日）において、当該市場の上場維持基準を充たし

ていない事から、下記のとおり、新市場区分の上場維持基準の適合に向けた計画書を作成し、東京

証券取引所へ提出いたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

１．当社の上場維持基準の適合状況及び計画期間 

 当社は、移行基準日時点におけるプライム市場の上場維持基準の適合状況について以下の通りと

なっており、流通株式時価総額及び１日平均売買代金については基準を充たしておりません。 

しかしながら、当社がプライム市場に移行することは、当社の事業価値を向上させ、持続的な成長

と中長期的な企業価値向上の実現において必須であるとの考えから、当社は流通株式時価総額及び

１日平均売買代金に関し、上場維持基準を充たすための施策に取り組んでまいります。 

なお、計画期間については、2022年５月期から 2026年５月期を計画期間とする中期経営計画の３

期目となる 2024年５月期といたします。 

 

 流通株式数 流通株式時価総額 流通株式比率 １日平均売買代金 

当社の状況 

(移行基準日時点) 
22,850単位 49億円 48.1％ 0.15億円 

上場維持基準 20,000単位 100億円 35.0％ 0.2億円 

判定結果 〇 × 〇 × 

 

２．上場維持基準の適合に向けた取組みの基本方針、課題及び取組み内容 

 プライム市場上場維持基準の充足に向けた当社の具体的な取組みについては、添付の「新市場区分

の上場維持基準の適合に向けた計画書」に記載の通りです。 
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プライム市場の上場維持基準の適合状況と計画期間

流通株式時価総額と売買代金が未充足となっており、2024年5月期までの充足を計画

移行基準日（2021年6月30日）における適合状況

基準 プライム市場基準 当社の数値

流通株式数 20,000単位 22,850単位

流通株式時価総額 100億円 49億円

流通株式比率 35.0% 48.1%

１日平均売買代金 0.2億円 0.15億円

未充足の流通株式時価総額および

１日平均の売買代金については、

中期経営計画の３期目となる

2024年５月期までの充足を計画。

適合に向けた計画期間

流通株式時価総額、および１日平均

売買代金以外の各項目については、

既にプライム市場の上場維持基準を

充足している状況にある。

その他の項目
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中期経営計画のＳＷＯＴ分析

4

2022年5月期～2026年5月期の中期経営計画策定の前提となったクロスSWOTは下記の通り

• 北海道内にドミナント化したドラッグストア店舗網

• 北海道共通ポイントカードＥＺＯＣＡの顧客基盤

• 地域における自治体や企業との有機的ネットワーク

• クラウドＰＯＳ開発内製化などのＩＴ開発基盤

• ドラッグストア業界大手に対し低位な売上規模

• 販管費率の高さに起因する営業利益率の低さ

• インバウンド事業への利益依存度の高さ

• グループ企業の企業規模と収益性

• ワンストップショッピングニーズの高まり

• デジタルテクノロジーの急速な進展

• 人口減に伴う地域の生活サービスの担い手不足

• サステナビリティに対する社会的要請

• 生鮮食品の取り扱い拡大などラインロビングの強化

• リアルな店舗網を通じた生活サービスの提供

• ＩＴ開発基盤の活用による顧客体験価値の向上

• 地域のつながりを活かしたＥＳＧの推進

• DXの活用によるオペレーションの効率化

• 店舗のスクラップ＆ビルド推進による収益性の改善

• ＥＳＬＰ化によるローコストオペレーションの構築

• リテール事業を核にしたグループシナジーの創出

• 人口減少、高齢化、過疎化による地域経済の縮小

• 業界大手や有力企業による上位集約化、合従連衡

• 新型コロナ感染拡大によるインバウンド需要の消失

• オンラインショッピングや遠隔診療の進展

• 自治体、地域連携の推進による北海道経済の活性化

• ＥＺＯＣＡ経済圏の拡大

• 北海道のデジタル地域通貨構想の推進

• 店舗以外の形での商品供給の仕組みづくりの検討

• 生活協同組合コープさっぽろとの仕入、物流統合に

よるバイイングパワーの獲得と物流コストの低減

• アフターコロナを見据えたインバウンド事業の展開

• オンライン調剤への対応

外部環境 - 機会

外部環境 - 脅威

内部要因 - 強み 内部要因 – 弱み

強みを活かし機会を捉える

強みを活かし脅威に備える

弱みをカバーし機会を捉える

弱みをカバーし脅威に備える

外部環境

内部要因
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サッポロドラッグストアー ドラッグストア事業

リージョナルマーケティング
地域マーケティング事業

インバウンドマーケティング事業

GRIT WORKS POSシステム開発事業

シーラクンス
教育・語学事業

コワーキングスペース事業

RxR Innovation Initiative 企業コミュニティ事業

Creare 卸・商品開発事業

台灣札幌藥粧有限公司 卸売事業（台湾）

リージョナル
マーケティング琉球

地域マーケティング事業（沖縄）

エゾデン エネルギー事業

北海道MD機構 各種商品仕入事業

グループ各社の役割
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当社グループは、当社（サツドラHD）及び

連結子会社７社、関連会社３社の計11社により構成

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

◎ ◎ ◎ ◎

◎ ◎ ◎

◎ ◎ ◎

◎ ◎

◎ ◎

◎ ◎ ◎ ◎

◎ ◎ ◎

◎ ◎



計画期間における数値計画

中期経営計画の戦略を実行することにより、計画数値を達成する

直前期の実績と数値計画（百万円, %） 数値計画の前提条件

• リテール事業について

左記の期間において、引き続き、

リテール事業が中核事業となる。

ドラッグストアの新規出店や、

既存店舗の改装などによって、

売上高を引き上げることを計画。

• インバウンド需要について

2023年５月期から徐々に回復し、

2026年５月期において、コロナ

以前の60%程度まで回復を想定。
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2021年5月期 2022年5月期 2023年5月期 2024年5月期 2025年5月期 2026年5月期

実績 計画 計画 計画 計画 中計最終年度

売上高 83,240 85,000 91,400 97,300 106,000 120,000

売上総利益 20,483 20,300 21,600 23,400 25,300 28,200

売上総利益率 24.6% 23.9% 23.6% 24.0% 23.9% 23.5%

販管費 19,842 19,600 20,400 21,200 22,500 24,600

販管費率 23.8% 23.1% 22.3% 21.8% 21.2% 20.5%

営業利益 640 700 1,200 2,200 2,800 3,600

営業利益率 0.8% 0.8% 1.3% 2.3% 2.6% 3.0%

経常利益 607 700 1,200 2,200 2,800 3,600

経常利益率 0.7% 0.8% 1.3% 2.3% 2.6% 3.0%

当期純利益 574 200 700 1,300 1,700 2,300

当期純利益率 0.7% 0.2% 0.8% 1.3% 1.6% 1.9%



上場維持基準適合計画の妥当性について

営業利益と資本効率、株式時価総額の関係について

7© 2021 SATUDORA HOLDINGS CO.,LTD.

資本効率と株式時価総額について

資本効率の指標には、投下資本に対する利益率を示す投下資本利益率
（ＲＯＩＣ）を採用。

時価総額の算出には、代表的な指標である株価収益率（ＰＥＲ）を採用。

営業利益と各指標の関係性

• ＲＯＩＣを高めるためには、営業

利益率の向上や投下資本回転率の

向上が必要。

• ＰＥＲを一定とすると、時価総額

を高めるためには、営業利益改善

を通して当期純利益を改善させる

必要。

• BSとPLの両面から、資本効率と

株式時価総額の向上に取り組んで

いく。

ＲＯＩＣ ＞ ＷＡＣＣ
投下資本利益率 資本コスト

税引き後営業利益

（株主資本＋有利子負債）

株主資本コストと
負債コストの加重平均

ROIC > WACC
（企業価値が向上）

ROIC ＜ WACC
（企業価値の毀損）

成長

企
業
価
値

企業価値向上に向けたROICとWACCの関係

ＰＥＲ 株価

1株当たり純利益

株式時価総額

当期純利益株価収益率
＝ ＝



上場維持基準適合計画の妥当性について

規律ある投資の下で資本効率を向上させ、付加価値を拡大していく

数値計画の前提条件

• シンジケートローンを組成して

長期運転資金を確保。有利子負債

の増加を抑え、財務基盤の安定化

に継続して取り組んでいく。

• ＦＣＦ内での投資を原則として

有利子負債は一定を維持。営業

利益の増加を通してＲＯＩＣの

改善を図り、業界平均値7.1%（※）

を超える水準を目指す。

※当社を除く店舗数1,000未満の企業を対象に当社計算
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計画期間

ROIC（右軸）と投下資本（左軸）の推移

83 87 87 93 105 121 142

148
116

149 147 145
144

143

0
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200

300

20/05期 21/05期 22/05期 23/05期 24/05期 25/05期 26/05期

有利子
負債

純資産

（億円）

WACC

1.3%

1.6% 1.5%
1.9%

2.3% 2.5% 2.6%

ROIC

2.3% 2.1% 2.0%

3.3%

5.8%

7.0%

8.3%

0%

5%

10%



上場維持基準適合計画の妥当性について

業績向上に伴い、流通株式時価総額のプライム市場基準充足の実現可能性は高い

シミュレーションの条件

• 予想PERについて

ドラッグストア業界各社の平均、

及びTOPIX平均の過去３ヶ年の

ヒストリカルデータを使用。

1. 業界基準 ：19.5倍

2. TOPIX基準：17.6倍

• 流通株式比率について

将来予測は不確実性が高いため、

現状の流通株式比率 48.1% を

基準にシミュレーションを実施。

9

（2018/10/01 ~ 2021/09/30の平均値）
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PERアプローチによる流通株式時価総額のシミュレーション

（単位：億円）

業界基準

プライム市場
上場基準 100億円

TOPIX基準

適合見込み

2024年5月期

0

50

100

150

200

250

2022年5月期 2023年5月期 2025年5月期 2026年5月期

※ 2022年5月期は移行基準日における実績値、以降はPERアプローチによるシミュレーション



プライム市場の上場維持基準適合に向けた取り組みの基本方針

未充足の基準について、中期経営計画の推進などにより充足を図る方針

流通株式時価総額に関する課題及び取組内容 １日平均売買代金向上に関する課題及び取組内容

時価総額

構成要素

流通株式比率

構成要素

流通株式時価総額

10

< 課題と取り組みの方針 >

移行基準日における当社の流通株式時価総額は49億円で、

プライム市場の上場維持基準を▲51億円下回っている状況。

構成要素のうち、時価総額の向上が当社の最重要課題と

捉えており、基準充足に向け、中期経営計画の推進による

業績の向上が不可欠。また、流通株式比率については、現

在の水準から低下することの無いように施策検討を進める。

投資単位あたり金額

構成要素

売買回転数

構成要素

１日平均売買代金

< 課題と取り組みの方針 >

移行基準日における当社の１日平均売買代金は0.15億円で、

プライム市場の上場維持基準を▲0.05億円下回っている状況。

当社は株式の流動性向上を課題の一つと捉えており、業績

拡大への注力や、IR活動の継続・強化に取り組む方針。また、

投資単位あたり金額引き下げによる流動性の向上及び投資家

層の拡大を目的に、2021年11月16日に1:3の株式分割を実施。
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流通株式時価総額向上に向けた取り組み (1)
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中期経営計画の推進により、中核事業であるリテール事業の売上高を拡大

ドラッグストア新規出店による成長 店舗の生活総合化による既存店売上高の底上げ

計画期間においては、一定の商圏人口の見込める道内各

地域に対し、年平均５～10店舗の店舗純増を計画。それ

以外の地域に対しては、宅配ビジネスの展開を含めて、

店舗に限らない形での商品供給モデルなども検討。

ワンストップ購買が広がるなか、ラインロビングの一環

として既存店舗の改装などを通じて生鮮食品の取り扱い

を順次拡大（全店舗の約８割への導入）することにより、

買上点数を高め、既存店売上高の底上げにつなげる計画。

2026年5月期

206店舗

2021年5月期

171店舗

ドラッグストアフォーマット店舗数

生鮮の取り扱い拡大 PB売場の拡大・強化
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流通株式時価総額向上に向けた取り組み (2)
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売上総利益率を維持しながら、オペレーションコストの低減に取り組む

売上総利益率のコントロール オペレーションコストの低減

生鮮品の取扱い拡大により、売上総利益率の低い食品の

売上高構成比が高まる中でも、ＥＳＬＰの継続的推進や

コープさっぽろとの仕入集約によるバイイングパワーの

獲得などにより売上総利益率をコントロールする計画。

新規出店や改装などにより売上高拡大を計画する中でも

DXの活用によるオペレーションの効率化などを通じて、

人件費や不動産費など販売費及び一般管理費の水準を

一定に保つことにより、営業利益率の改善を図る。
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23.9%

23.6%
24.0% 23.9%
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売上総利益率
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21.2%
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売上総利益率

販管費率



流通株式時価総額向上に向けた取り組み (3)
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地域プラットフォーム戦略やコラボレーションの推進により企業価値を向上

ＥＺＯＣＡ経済圏の拡大 コラボレーションの推進

北海道共通ポイントカード「ＥＺＯＣＡ」の会員数は、

2021年８月に200万人を突破。「地域が輝くプラットフ

ォームづくり」をコンセプトに、地域の企業や、自治体

とのコラボレーションを通じＥＺＯＣＡ経済圏を拡大。

地域の自治体や大学・教育機関とのコラボレーションを

推進。包括連携協定やまちづくりパートナー協定を含め

20を超える協定を通じ、地域活性化や住民サービス向上

を目指し、中長期的な企業価値の向上につなげる。

自治体との包括連携 大学との包括連携
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当社の株主構成について

14

株主構成を踏まえて、機関投資家へのアプローチを推進

当社の株主構成（属性別保有率） 取り組みの方針

• 当社の株主構成は、信託銀行及び

外国法人の割合が低く、上場企業

の平均値に比べて、機関投資家の

割合も低い。

• プライム市場の基準適合のため、

個人だけではなく、機関投資家

に対するアプローチが重要。

• コーポレートガバナンスの更なる

充実や株主還元制度の見直しなど

を含め、広く検討を進める。

© 2021 SATUDORA HOLDINGS CO.,LTD.

属性 当社の株主構成
（2021年５月15日）

上場企業の平均値
（2020年度）

信託銀行 5.6% 22.5%

外国法人 7.7% 30.2%

国内法人 33.0% 20.4%

個人・その他 41.0% 16.8%

金融機関（信託除く） 9.4% 7.4%

証券会社 0.2% 2.5%

自己株式等 3.1% 0.2%
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コーポレートガバナンスの強化

15

プライム市場上場会社に要求される水準を充たすよう、ガバナンス充実に取り組む

原則 原則の要旨 取り組みの現状と今後の方針

1-2 ④
機関投資家向けに議決権電子行使プラットフォームを
利用可能とすべき

2021年５月期 定時株主総会より機関投資家向け
議決権電子行使プラットフォームに参加。

3-1 ②
開示書類のうち必要とされる情報について、
英語での開示・提供を行うべき

2021年５月期 通期決算より
決算短信、及び株主総会招集通知の英文開示を実施。

3-1 ③
気候変動に係るＴＣＦＤと同等の開示の質と量の充実を
進めるべき

現在、取り組みの方向性を検討中。2022年５月期の
定時株主総会終了後のCG報告書にて開示を計画。

4-8 独立社外取締役を少なくとも３分の１以上選任すべき
東京証券取引所の定める独立役員の資格を満たす
独立社外取締役を５名（全取締役11名中。45%）選任。

4-10 ①
各委員会(指名委員会・報酬委員会）の構成員の過半数
を独立社外取締役とすることを基本とし、その委員会構
成の独立性に関する考え方・権限・役割等を開示すべき

任意の指名・報酬委員会の委員のうち
その過半数は独立社外取締役で構成されている。

2021年6月改訂前のCGコード

オール・コンプライ

改訂によりプライム市場上場会社に求められるコード



１日平均売買代金の向上に向けた取り組み

16

企業価値向上策に取り組むとともに、投資家層の拡大を目指す

ＩＲ活動の継続・強化株式分割の実施（2021年11月16日実施）

売買される株式数を増やし、株式の流動性を高めるため、

業績拡大に取り組むとともに、ＩＲ活動の継続・強化を

通じて、ＥＳＧへの取り組みを含めた投資家向けの情報

発信を充実させ、当社株式を売買するきっかけを増やす。

より投資をしやすい環境を整えるため、投資単位あたり

の金額を引き下げ、株式の流動性の向上及び投資家層の

拡大を図る目的で株式分割を実施。今後も、中長期的な

企業価値向上の観点から、さまざまな取り組みを検討。

決算説明会の
早期開催

IR個別面談
の実施

+

投資家向け
情報発信

当社のＩＲ活動（抜粋）
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お問合せは下記までお願いいたします。

・本資料につきましては、株主・投資家の皆様への情報提供のみを目的としたものであり、売買の勧誘を目的としたものではありません。

・本資料における、将来予想に関する記述につきましては、目標や予測に基づいており、確約や保証を与えるものではなく、

将来における当社の業績が、現在の当社の将来予想と異なる結果になることがある点を認識された上で、ご利用ください。

また、業界等に関する記述につきましても、信頼できると思われる各種データに基づいて作成されていますが、当社はその正確性、完全性を保証

・するものではありません。

・本資料は、株主・投資家の皆様がいかなる目的にご利用される場合においても、株主・投資家の皆様ご自身のご判断においてご利用されることを

・前提にご提示させていただくものであり、当社は一切の責任を負いません。

IR担当者のご案内

役職： 経営管理グループ 経営企画チーム

チームリーダー

氏名： 酒井 雅之

■ お問い合わせ先

TEL: (011) 788-5166 / FAX: (011)788-6621

Mail: skouhou@satsudora.jp

役職： 取締役副社長兼COO

氏名： 吉田 俊哉



参考資料



参考資料・サツドラグループのミッション

19

地域のヒト、コト、モノをつなぎ、未来を豊かにする地域コネクティッドビジネスへ

サツドラグループは、これまで培ってきた小売、コミュニティ、スポーツなど様々な地域のつな

がりを活かし、地域のあらゆるヒト・コト・モノをつなぎ新たな未来を創造することを目指す。

© 2021 SATUDORA HOLDINGS CO.,LTD.



参考資料・サツドラグループの事業内容

20

ドラッグストア店舗を中心とするリテール事業を核に事業を多角化

© 2021 SATUDORA HOLDINGS CO.,LTD.

北海道内でのドミナント化を目指

したドラッグストアフォーマット

のチェーン展開と訪日外国人向け

インバウンドフォーマット運営等

リテール事業

当社グループ向けに開発した技術

をもとに、ユーザー目線での課題

解決を目指したＰＯＳアプリケー

ション等を開発・販売等

ITソリューション事業

地域密着マーケティングサービス、

インバウンド関連ノウハウを活用

した支援サービス、小中学生向け

プログラミングスクールの運営等

その他事業



参考資料・サツドラグループ全体図

21

当社グループは、当社及び連結子会社７社、関連会社３社の計11社により構成

© 2021 SATUDORA HOLDINGS CO.,LTD.

サッポロドラッグ
ストアー

ドラッグストア事業

シーラクンス

教育・語学事業

コワーキングスペース

事業

リージョナル
マーケティング

地域マーケティング事業

決済サービス事業

R×R Innovation 
Initiative

企業コミュニティ事業

GRIT WORKS

POSシステム開発事業

北海道MD機構

北海道MD機構

Creare

卸・商品開発事業 卸売事業（台湾）

リージョナル
マーケティング琉球

地域マーケティング

事業（沖縄）

エゾデン

エネルギー事業

サツドラホールディングス

50.0%40.0%100.0%

100.0% 80.0% 66.0%100.0% 75.0% 49.0%

100.0%

※ 枠外の青字は出資比率を示す。

各種商品仕入事業

台灣札幌藥粧有限公司



参考資料・サツドラグループのアセット

22

北海道という地域に根差し、リテール事業を核にさまざまなアセットを保有

電力 クラウドPOS

企業コミュニティ

地域マーケティング

モバイル決済

教育

フィットネス 調剤薬局

ドラッグストア

台湾事業

店舗数

約200店舗
（道内シェア：第２位）

EZOCA会員

200万人超
地域のプレイヤーとの

強固なネットワーク

モバイル決済拠点

6,500拠点超
（うち北海道内７割強）

© 2021 SATUDORA HOLDINGS CO.,LTD.

サツドラグループには、リテール事業を核にさまざまなアセットがある。それらを掛け合わせる

ことで北海道の社会課題を全国に先駆けて解決し、社会課題解決のフロントランナーを目指す。

※ 各種数値は2021年9月現在のもの



参考資料・中期経営計画のサマリー

23

新中期経営計画のテーマ

『地域の生活総合グループへの進化』
グループの経営資源を最大限活用し、地域の生活総合グループという独自のポジションを確立する

成長戦略

1. 店舗の生活総合化戦略 収益基盤の強化、商品カテゴリー拡大、生活サービス実装

2. 地域プラットフォーム戦略 EZOCA経済圏の拡大、ビッグデータの活用、地域通貨構想

3. コラボレーション戦略 自治体・学校連携、企業連携、オープンイノベーション

組織戦略

多様性のある組織づくり D&Iの推進、健康経営の推進

ガバナンスの強化 コーポレートガバナンス体制の充実化

生産性の向上 DX推進、業務プロセス効率化

数値目標

連結売上高 ： 1,200億円

連結営業利益： 0,036億円

営業利益率 ： 3.0%
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参考資料・店舗の生活総合化戦略

24

モノやサービスを店舗で総合的に取り扱うことにより、地域住民の利便性を向上

収益基盤の強化

本格的ESLPを中心にローコストオペ

レーションを追求し、収益構造を改善

することにより、店舗の生活総合化に

向けた収益基盤を構築する

商品カテゴリーの拡大 生活サービスの実装

・ 本格的ESLP化

・ コープさっぽろとの商物流の統合

・ サツドラアプリのローンチ

店舗の生活総合化戦略 地域プラットフォーム戦略 コラボレーション戦略

生鮮品を含む食品の取り扱い強化をは

じめ、ラインロビングを進めることに

よって、小商圏でも成り立つ収益モデ

ルを確立し、出店余地を拡大する

北海道内でドミナント化した店舗を舞

台に、地域住民の生活を支えるサービ

スを実装することにより、地域の価値

向上とグループの成長をリンクさせる

・ 生鮮品の取り扱い拡大

・ 他業態からのラインロビング強化

・ 調剤併設の強化

・ PB開発の強化 ・ 店舗のライフコンシェルジュ化

・ コープさっぽろとの提携による

生活インフラサービスの開発

サ
マ
リ
ー

キ
ー
ワ
ー
ド
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参考資料・地域プラットフォーム戦略

25

北海道共通ポイントカード「EZOCA」を軸に地域プラットフォームを拡大、強化

EZOCA経済圏の拡大

共通ポイントカード「EZOCA」の加

盟店やサービスを拡大し、カードの利

便性を高めることにより、会員数・ト

ランザクションを拡大しデータを蓄積

ビッグデータの活用 地域通貨構想の実現

・ EZOCA会員の更なる獲得

・ EZOCA加盟店の拡大

・ 地域スポーツチームとの連携強化

店舗の生活総合化戦略 地域プラットフォーム戦略 コラボレーション戦略

EZOCA経済圏拡大により蓄積した顧

客情報や決済情報に関するビッグデー

タや、サツドラウォークのヘルスケア

データを活用し、新たな価値を創造

北海道内の約200店舗のリアル店舗と

200万人超のEZOCA会員をベースに北

海道内全域で日常消費に使える地域通

貨を社会実装し、地域経済を活性化

・ 顧客 / 決済 / ヘルスケアデータ分析

・ 地域マーケティングの強化

・ EZOCA関連データの外部販売

・ 地域通貨の道内還流モデル実現

・ 北海道経済全体の価値向上

・ インバウンド需要の取り込み

サ
マ
リ
ー

キ
ー
ワ
ー
ド
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参考資料・コラボレーション戦略

26

地域のプレイヤーと有機的につながることにより、地域の社会課題解決に取り組む

自治体連携の拡大と深化

自治体 / スポーツチーム / 学校との連

携を強化し、多角化で獲得した多様な

リソースを掛け合わせ、地域の社会課

題をビジネスで解く成功モデルを創出

企業パートナーシップの強化 オープンイノベーションの推進

・ 地方自治体 / 学校などとの連携

・ ビジネスによる地域課題の解決

・ 持続可能なまちづくり

店舗の生活総合化戦略 地域プラットフォーム戦略 コラボレーション戦略

企業 / 経済コミュニティを活用しなが

ら、課題ドリブンの発想で地域課題に

取り組み、単なるアウトソーシングで

ない形で企業パートナーシップを強化

リアル店舗があり、地域住民との高頻

度なタッチポイントを持つ強みを活か

し、ベンチャー企業を含む社外パート

ナーと協業し、イノベーションを促進

・ コープさっぽろとの包括連携

・ 企業 / 経済コミュニティの活用

・ EZOCA 加盟店とのコラボ

・ テクノロジーの積極的導入と活用

・ スタートアップ企業とのコラボ

・ サツドラのハブ（つなぎ役）化・ ESG

サ
マ
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ー
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ワ
ー
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